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 同種工事の施工実績は、可能な限り一般
財団法人日本建設情報総合センター（ＪＡ
ＣＩＣ）の工事実績情報サービス（以下「Ｃ
ＯＲＩＮＳ」という。）に登録されている工
事から選定すること。
 単体として確認申請書等を提出する場合
に、共同企業体の構成員としての同種工事
の施工実績とするときは、出資比率20％以
上の場合に限ること。
 経常建設共同企業体として確認申請書等
を提出する場合は、構成員のいずれかが元
請けとして同種工事の施工実績を有してい
ること。
 同種工事の発注者から企業に対して通知
された工事成績評定表の評定点が65点未満
のものは同種工事の施工実績として認めな
い。
 工事成績評定が実施されていない実績や
評定点が企業に通知されていない実績を同
種工事の施工実績とする場合は、発注者の
証明を受けた施工証明書又は検査に合格し
たことを証明する書類（完成認定書等の写
し）をもって実績とみなす。

 次の基準をすべて満たす主任技術者又は監
理技術者（以下「配置予定技術者」という。）
を契約締結の翌日から本工事に専任として配
置できること。
 主任技術者にあっては、建設業法第７条
第２号イ、ロ又はハに該当する者、監理技
術者にあっては、建設業法第15条２号イ、
ロ又はハに該当する者であること。なお、
本工事は建設業法第２条に掲げる建設工事
のうち、「機械器具設置工事」である。
 次に示す期間については専任を要しな
い。なお、専任を要する期間と専任を要し
ない期間で配置予定技術者が交代する場
合、専任を要しない期間の配置予定技術者
は、の基準を満たす必要はない。
 請負契約締結後、現場施工に着手する
までの期間（現場事務所の設置、資機材
の搬入または仮設工事等が開始されるま
での間）
 工事用地等の確保が未了、自然災害の
発生又は埋蔵文化財調査等により、工事
を全面的に一時中止している期間

 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター
等の工場製作を含む工事であって、工場
製作のみが行われている期間
 工事完成後、検査が終了し（発注者の
都合により検査が遅延した場合を除
く。）、事務手続、後片付け等のみが残っ
ている期間

 入札説明書に記載する条件を満たす経験
を有する者であること。
 監理技術者が必要となる工事にあって
は、機械器具設置工事業の監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
 配置予定技術者は、直接的かつ恒常的な
雇用関係が確認申請書等の提出日以前に
３ヶ月以上あること。

 確認申請書等の提出期限から開札時までの
期間に、機構から「工事請負契約に係る指名
停止等の措置要領（以下「指名停止措置要領」
という。）」に基づき、利根川水系及び荒川水
系関連区域において指名停止を受けていない
こと。
 提出された技術提案（施工計画を含む。）（以
下「技術提案」という。）に関する提案内容が、
入札説明書に参考として示した別紙２「技術
提案書作成にあたっての標準案・制約条件
等」、別添図面及び仕様書等の内容（以下「標
準案」という。）を満たしていること。
 機構が発注した工事のうち、平成25年１月
１日から平成26年12月31日までの２年間に元
請けとして完成・引き渡された工事の実績が
ある場合においては、当該工種「機械設備工
事」に係る工事成績評定表の評定点の年平均
が２年連続で65点未満でないこと。
 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体である場合においては、当該設
計共同体の各構成員をいう。）又は当該受注者
と資本若しくは人事面において関連がある建
設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが共同企業体の代表者
以外の構成員である場合を除く。）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。

３ 総合評価落札方式に関する事項 本工事は、
価格以外の要素と価格を総合的に評価して落札
者を決定する総合評価落札方式の工事であり、
以下の方法により落札者を決定する。
 評価項目 評価項目は次に示す事項とし、
詳細は入札説明書による。
 ポンプ設備の総合効率向上
 ポンプ設備の維持管理費の低減対策
 施工上の配慮すべき事項
 技術点の付与 評価項目に対する評価基
準、評価制限数及び技術点の配分は、入札説
明書のとおりとする。
 総合評価の方法 総合評価落札方式の評価
は、価格点と技術点を合計した評価値（以下
「評価値」という。）による。
 価格点の算定は以下のとおりとする。

価格点＝100×（１－入札価格／予定価
格）（小数点以下第４位を四捨五入）
 技術点の算定は、上記の評価項目毎の
技術点を合計して算定する（小数点以下第
２位を四捨五入）（最大15点）。

 技術提案の方法 技術提案は、入札説明書
に基づき作成するものとする。
 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格の確認通知に併せて書面に
より通知する。
技術提案採否通知書において、採用とされ
た提案については、当該技術提案をもって入
札を行い、不採用とされた提案については、
標準案をもって入札を行うことを条件とし、
これに違反した入札は無効とする。
 技術提案の履行の確保 採用された技術提
案の内容については、契約後に履行状況につ
いて確認を行う。
受注者の責により、入札時の技術提案（技
術点を得た提案に限る。）の履行がなされな
かった場合は、履行できなかった内容に対し
て、契約金額の一部について返還を求める。
請求金額の算定は以下のとおりとする。
請求金額＝当初の請負代金額×（当初の評

価値－再計算後の評価値）／100
ここで、再計算後の評価値とは、実際に履
行できた技術提案に基づき再計算した評価値
である。

併せて、工事成績評定点を減じる措置を行
うこととし、減点は最大９点とする。
さらに、次回以降の総合評価落札方式によ
る工事の企業の技術力の評価においても評価
を減じる措置を行うことがある。
 採用とされた技術提案 採用とされた技術
提案により、設計図書及び予定価格の変更は
行わない。

４ 契約後ＶＥに関する事項（優遇措置） 本工
事において契約後にＶＥ提案を行った者に対し
ては、その達成の程度により、機構が本工事の
竣工後に行う総合評価落札方式による工事の企
業の技術力の評価において優遇する。
優遇期間は、本工事が竣工した年度の翌年度
から４年間とする。
５ 入札手続等
 契約担当窓口 〒3306008 埼玉県さいた
ま市中央区新都心11番地２（ランド・アクシ
ス・タワー内） 独立行政法人水資源機構
経営企画本部 技術管理室 契約企画課 腰
川 電話 0486006534（直通）、ＦＡＸ
0486006588 10時から17時まで

 入札説明書等の交付期間等
 交付期間 平成27年３月31日（火）から
平成27年５月７日（木）17時まで
 交付方法 別途指定するホームページか
らのダウンロードによる。
なお、ホームページのアドレス等につい
ては、まで問い合わせされたい。
 交付費用 交付費用は無料とする。
 確認申請書等の提出方法等
 提出方法 持参又は郵送（信書として送
達し、かつ、配達の記録が残る方法）によ
り提出することとし、電送によるものは受
け付けない。
 提出期間 平成27年４月１日（水）から
平成27年５月７日（木）17時まで。
ただし、持参による場合は、上記期間の
「行政機関の休日に関する法律」（昭和63年
法律第91号）第１条に規定する行政機関の
休日（以下「行政機関の休日」という。）を
除く毎日10時から17時まで（12時から13時
までを除く）。
 提出先 に同じ。
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